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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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① 人件費

人件費に係る経常収支比率は、平成２１年度決算において、２８．２％と類似団体内平均値を０．７％上回っている。退職者の不補充や管

理職等の早期退職制度の実施により職員数を削減するとともに、職員給与の３％削減（平成24年度まで延長）、地域手当の支給停止等の

継続により人件費総額の抑制を図る。また、公共施設の部分的な民間委託を推進しているところであり、今後コスト削減効果が現れてくる

見込みである。

② 公債費

平成４年度以降に大型の整備事業が集中したことで地方債現在高が増加した影響で、公債費に係る経常収支比率は、類似団体内平均

値を４．８％上回っている。従前からの行財政改革により普通建設事業の縮減に取り組み、新規地方債の発行を抑制していること、低利の

地方債への借換えを実施していることから、地方債残現在高、及び償還額は年々減少するものと見込まれる。

③ 普通建設事業費

普通建設事業においては、従前からの行財政改革により抑制に努めてきた結果、平成１４年度決算額と平成２１年度決算額とを比較する

と、およそ５億３千万円の減少となっている。今後も、財政の健全化を目指しての事業費全体の抑制を図りつつも、住民生活に直結するも

のを最優先して、事業の重点配分に取り組む。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,195,558 73,585 61,348 19.9
賃金（物件費） 323,113 4,576 3,406 34.4
一部事務組合負担金（補助費等） 731,405 10,359 5,168 100.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 125,381 1,776 986 80.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 180,552 2,557 3,053 ▲ 16.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 65,913 934 1,302 ▲ 28.3
▲退職金 ▲ 943,811 ▲ 13,367 ▲ 7,882 69.6
合計 5,678,111 80,420 67,381 19.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.93 6.09 0.84
ラスパイレス指数 95.2 99.1 ▲ 3.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

3,158,828 44,739 35,481 26.1

積立不足額を考慮して算定した額 - - 19 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 107 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 871,765 12,347 9,277 33.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

216,825 3,071 3,156 ▲ 2.7

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,274 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

10,119 143 24 495.8

▲特定財源の額 ▲ 499,722 ▲ 7,078 ▲ 8,528 ▲ 17.0
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,815,674 ▲ 25,716 ▲ 24,687 4.2

合計 1,942,141 27,507 16,124 70.6

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

667,106 9,238 ▲ 23.2 42,811 4.3 ▲ 27.5

うち単独分 592,362 8,203 ▲ 16.6 29,783 4.0 ▲ 20.6

893,912 12,464 34.9 35,287 ▲ 17.6 52.5

うち単独分 767,610 10,703 30.5 22,883 ▲ 23.2 53.7

808,526 11,373 ▲ 8.8 33,360 ▲ 5.5 ▲ 3.3

うち単独分 732,710 10,307 ▲ 3.7 21,314 ▲ 6.9 3.2

993,942 14,041 23.5 32,868 ▲ 1.5 25.0

うち単独分 900,727 12,724 23.5 22,184 4.1 19.4

1,421,585 20,134 43.4 38,558 17.3 26.1

うち単独分 1,254,998 17,775 39.7 24,217 9.2 30.5

過去５年間平均 957,014 13,450 14.0 36,577 ▲ 0.6 14.6

うち単独分 849,681 11,942 14.7 24,076 ▲ 2.6 17.3
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